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自己紹介
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 2002年～、国立国会図書館に勤務。

 閲覧/ILL、レファレンス（リサーチ・ナビ）、情報システム、予算、国会向け調査部門…

 2018年～2022年、電子情報企画課

 デジタル関連・情報システム事業の全体総括

 資料デジタル化及びその利活用に係る関係者協議

 第五期科学技術情報基本計画の策定

 2021年著作権法改正対応

 2022年～、サービス企画課

 一般公衆向けサービス部門の全体総括

 個人向けデジタル化資料送信サービス、公衆送信に係る関係者協議



本日の内容

 国立国会図書館のビジョン

 所蔵資料デジタル化の推進

 デジタル化資料の個人への送信

サービスの概要と利用状況、そして新「デジコレ」

 デジタル化資料の利活用

全文テキストとイメージ、そしてジャパンサーチ
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国立国会図書館のビジョン2021-2025
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所蔵資料デジタル化事業の経緯
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2000年 • 資料デジタル化を開始。著作権処理を行いインターネットで公開（2～4万冊／年）
2008年 • 資料デジタル化及び利用に係る関係者協議会発足
2009年 • 著作権法改正（NDLで保存目的のデジタル化が明確化)

2009～
2011年

• 大規模デジタル化事業実施（2009年度、2010年度補正予算）
図書66万点、雑誌22万点、古典籍7万点、博士論文14万点、官報等のデジタル化実施。

2012年 • 著作権法改正（図書館等への絶版等入手困難な資料の送信が可能に）
2014年 • 図書館向けデジタル化資料送信サービス（図書館送信）開始
2015年 • 災害関係資料のデジタル化（2014年度補正予算）図書約6 万点、雑誌約2 万点のデジタル化
2018年 • 著作権法改正（外国の図書館等へも絶版等入手困難な資料の送信が可能に）
2019年 • 外国の図書館等にも図書館向けデジタル化資料送信サービスを拡大

• デジタル化内製の実験プロジェクト開始
2021年 • 国内刊行図書のデジタル化（2020年度補正予算）、資料デジタル化推進室の設置

• 「資料デジタル化基本計画2021-2025」の策定
• 著作権法改正（特に第31条第3項：絶版等資料の個人（家庭）への送信）
• 国内刊行図書のデジタル化（2021年度補正予算）

2022年 • 個人向けデジタル化資料送信サービス（個人送信）開始
• 国立国会図書館デジタルコレクションリニューアル（12月予定）



資料デジタル化基本計画2021-2025
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評価要素

• 唯一性・希少性
• 資料の利用機会の拡大（インターネット公開や図書館・個人送信が見込まれるか）
• 資料の劣化状況、保存の緊急性
• デジタル化への社会的・学術的ニーズ
• 国や世界の体系的なデジタルコレクション構築への貢献

対象資料

日本で刊行された資料（外国刊行の日本語資料・日本関係資料も含む）
• 図書（2000年までに刊行されたもの）※官庁出版物はそれ以降も含む
• 雑誌（刊行後5年以上経過したもの）
• 古典籍資料
• 録音・映像資料
• 博士論文
• 他（憲政資料、日本占領関係資料、日系移民関係資料、地図、新聞<試行>）

利用提供

• 「国立国会図書館デジタルコレクション」で提供
• 本文テキストデータの作成を推進し、全文検索を可能に
• デジタル化済み原資料は原則として利用停止
• 公開範囲：館内限定・図書館送信・インターネット公開
https://www.ndl.go.jp/jp/preservation/digitization/digitization_plan2021.pdf



補正予算による所蔵資料デジタル化の加速
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2020年度補正予算（第3号）
項目 概要

図書資料のデジタル化
1987年までに整理した国内刊行図書のデジタル化 約45億円
※社会科学分野、人文科学分野の一部（大半が入手困難資料）

⇒館内公開＆入手可能性調査中。入手困難なものは来年から送信予定
デジタル化設備の整備 館内で所蔵資料のデジタル化を行うためのブックスキャナ等導入

全文テキスト化の推進
デジタル化済み資料のOCRによる全文検索用のテキスト化
OCR精度向上に向けた研究開発

⇒来月から全文検索サービスを開始。OCRはOSSとして公開済

電子書庫機能の拡張等 ストレージ増強・国立国会図書館デジタルコレクションの改修

2021年度補正予算（第1号）
項目 概要

図書資料のデジタル化
1987年までに整理した国内刊行図書のデジタル化 約37億円
※人文科学分野、自然科学分野の一部（大半が入手困難資料）

⇒来年、入手可能性調査実施予定。入手困難なものは再来年送信予定
全文テキスト化の推進 視覚障害者向け（読み上げ用）OCR処理プログラムの研究開発

電子書庫機能の拡張等 ストレージ増強・視覚障害者向けの全文テキストデータ提供機能の拡張

視覚障害者の方の
読み上げ用にも



所蔵資料デジタル化事業の現況
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資料 これまでの取組 インター
ネット公開

図書館/個
人送信

NDL
館内限定 合計 昨年度からの取組

図書
明治期以降、1968年までに受け入
れた図書
震災・災害関係資料の一部（1968
年以降に受け入れたものを含む。）

36万点 54万点 38万点 128万点

2000年までに刊行・受入したもの（対
象：約170万冊）
※官庁出版物は2000年以降も含む
※5年間で100万冊以上のデジタル化を
目指す

雑誌 明治期以降に刊行された雑誌（刊行
後5年以上経過したもの） 2万点 82万点 51万点 135万点

刊行後5年以上経過した雑誌
→学協会等からデジタル化要望がある
ものを優先する。

博士
論文

1990～2000年度に送付を受けた論
文 2万点 13万点 2万点 16万点 1989年度以前に送付を受けたもの。

新聞 未提供 - - - -
試行（日本新聞協会と合意したもの等。
ただし、商用データベース等で提供さ
れているものは対象外。）

その
他

古典籍、地図、官報、録音・映像資
料、憲政資料、日本占領関係資料等 19万点 4万点 10万点 31万点 （継続）

新たに、日系移民関係資料を追加

※2022年11月時点の提供点数 57万点 152万点 102万点 311万点
https://www.ndl.go.jp/jp/preservation/digitization/index.html#situation
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NDL館内限定公開

公開・送信
の条件に

あてはまら
ない資料

図書館・個人向けデジタル化資料
送信サービス（図書館送信・個人送信）

絶版等で入手困難な資料

インターネット公開
著作権

保護期間満了
の資料

著作権者の
許諾が得られ

た資料

文化庁長官
裁定が行われ

た資料

入手可能性調査・除外手続

著作権調査・裁定

個人送信対象資料の概念図

著作権調査・裁定

デジタル化資料

参考



デジタル化資料の図書館への送信
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対象資料 • 絶版等の理由で入手困難な資料
• NDLが入手可能性調査を行い市場で流通していないことを確認

※ただし、漫画・絵本・商業出版による雑誌・管理委託著作物等は除外
• 出版者・著作(権)者等の申し出により一定の除外基準に該当するものを送信対象から除外

対象施設 • 著作権法第31条に規定する「図書館等」
＝公共図書館、大学図書館、国公立博物館・美術館、国公立の研究機関の図書館

公益法人設置の図書館（個別指定）、公益法人立の博物館・博物館相当施設
※司書または司書に相当する職員の配置が必要

• 2019年度から外国の図書館にも送信開始（2018年著作権法改正）
• 関係者協議での合意に基づき、NDLによる要件確認・承認が必要

参加館数 国内1,390館＋海外6館（2022年11月1日現在）

2012年 著作権法改正（第31条第3項新設）→図書館等への絶版等
入手困難な資料の送信が可能に （2014年～）図書館送信サービス開始

2018年 同法改正（第31条第3項）→外国の図書館等へ絶版等入手
困難な資料の送信が可能に （2019年～）外国の図書館等に拡大

2021年 同法改正（第31条第3項ほか）→個人（家庭）への絶版等
入手困難資料の送信が可能に

（2022年5月～）
個人への送信サービス開始

「国立国会図書館のデジタル化資料の図書館等への限定送信に関する合意事項」に基づき運用



個人向けデジタル化資料送信サービス
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なぜ コロナ禍における研究者・学生等からの来館せず利用できる図書館サービスへのニーズの高まり
⇒出版者協議会、図書館休館対策プロジェクト、日本歴史学協会等からのデジタル化資料公開範囲拡大の要望
⇒「知的財産推進計画2020」「図書館関係の権利制限規定の見直し（デジタル・ネットワーク対応）に関する報告書」

いつ 2022年5月19日開始（改正著作権法施行は2022年5月1日）

だれが 国立国会図書館

なにを 国立国会図書館がデジタル化した資料のうち絶版等により入手困難なもの
⇒図書館送信と同じ範囲（国立国会図書館による入手可能性調査及び出版者・権利者等による除外確認を経たもの。また、3月以

内に復刊予定のものも除く）
⇒他の図書館から提供された、国立国会図書館未収かつ入手困難なデジタル化資料の提供も可能（*）

だれに 国立国会図書館登録利用者のうち国内在住かつ当該サービスの利用規約に同意した者 ⇒既に6.8万人超
⇒氏名・現住所・生年月日が確認できる身分証明書による本人確認が必要。本登録のみ。
⇒利用者登録は、来館・郵送・オンラインにより受付。 ※海外への送信は来年度以降に検討予定。

どのように 利用者がID・PWにより「国立国会図書館デジタルコレクション」にアクセス
⇒国立国会図書館オンラインへのログイン時に利用規約への同意が必要。
⇒学校図書室等の公の施設で100インチ以下のディスプレイを用いてデジタル化資料を見せることも可能。
⇒当面はストリーミング（閲覧）のみ。プリントアウト（制限なし）は2023年1月下旬から開始予定。
⇒2022年12月にデジタルコレクションを全面リニューアル予定。デジタル化資料（約247万点）の本文の検索も可能となる予定。

いくらで 無料

 「国立国会図書館による入手困難資料の個人送信に関する関係者協議会」で協議
 2021年12月に「国立国会図書館のデジタル化資料の個人送信に関する合意文書」を公表

（*）国立国会図書館未収かつ入手困難資料のデータ収集事業へのご協力のお願い https://www.ndl.go.jp/jp/preservation/digitization/data-acceptance.html



NDL未収入手困難資料のデータ収集
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 NDL未収、かつ絶版等により入手困難資料となっている
資料について公共図書館・大学図書館等がデジタル化し
たデータを当館にご提供いただき、国立国会図書館デジ
タルコレクションのデジタル化資料として長期にわたっ
て保存するとともに、オンラインでの幅広い利用に供す
ることを目指すもの。

 収集したデジタル化データは国立国会図書館デジタルコ
レクションを通じて、各資料に応じた範囲で利用提供。
⇒図書館・個人への送信が可能。

 著作権法第31条1項3号に基づく。

 「国民の情報アクセスを確保する観点から…望ましい」

 「図書館関係の権利制限規定の見直し（デジタル・ネットワーク対応）に
関する報告書」（令和3年2月）

 「国立国会図書館のデジタル化資料の個人送信に関する合意文書」
（令和3年12月3日）） https://www.ndl.go.jp/jp/preservation/digitization/data-acceptance.html



個人送信サービスの流れ（12月中旬まで）
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①国立国会図書館オンラインでログイン
※初回のみ。IDない場合、新規登録。

②利用規約に
「同意」
※初回のみ。

③-A国立国会図書館オンライ
ンの検索結果からアクセス

④-A再度ログイン

⑤デジタルコレクションで閲覧

④-Bデジタルコレクションで検索③-B国立国会図書館デジタルコレクションでログイン 「日本の古本屋」へのリンク



個人送信サービスの流れ（12月中旬から）
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①国立国会図書館オンラインでログイン
※初回のみ。IDない場合、新規登録。

②利用規約に
「同意」
※初回のみ。

③-A国立国会図書館オンライ
ンの検索結果からアクセス

（④-A再度ログイン）
※NDLオンラインで未ログインの場合のみ

⑤デジタルコレクションで閲覧

④-Bデジタルコレクションで検索

（③-B国立国会図書館デジタルコレクションでログイン）※NDLオンラインで未ログインの場合のみ
「日本の古本屋」へのリンク



個人送信サービスの利用状況
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利用規約に同意
した利用者数

• 10月末時点で約6.8万人
⇒同時にオンラインでの利用者登録を開始した影響も大きい。

利用
（閲覧件数）

• 月間約26.5万件（6-9月の平均）
⇒図書館送信の8倍程度で推移

分野別の利用状
況

• 9月は、図書が約51%、雑誌が約48%。図書の利用うち約68％が人文系（提供は約59%）。
⇒日本十進分類法の類目別に集計すると、歴史・地理分野と芸術分野の利用が、

提供割合に比して多い。毎月ほぼ同じ傾向。
※図書館送信サービスの閲覧や、来館者の漫画を除いた閲覧利用と、概ね同じ傾向。

アクセスランキ
ング

• 一位：5月は『怪獣ウルトラ図鑑カラー版』、7月と9月は『故吉田茂国葬儀記録』。
⇒時事ニュースやSNSのトレンドと連動する傾向も見られる。
⇒『人事興信録』『大日本職業別明細図』は安定的にアクセス…人名や会社要録、企業情

報、国勢調査のような、実用性の高いデータが閲覧される傾向。調査・研究目的か。
その他の動き • テーマ別のまとめの登場（刀剣や鉄道のまとめサイト、俳句雑誌での特集など）

• 古書店販売サイト（「日本の古本屋」）への導線リンクの利用の可視化
⇒図書館送信開始時に、古書店団体との協議を踏まえて設けたもの

• 出版業界の絶版本への再注目？

※NDLの既存サービスへの影響の有無は、現時点では不明（例えば、コロナ禍で来館利用者は減）。
ただし、これまでの資料利用の傾向から推測するに、現時点での影響は限定的か。



デジタル化資料の全文テキストデータ
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 「国立国会図書館デジタルコレクション」搭載のほぼ全てのデジタル化資料（約2億2300万
画像コマ）の全文テキスト化（検索用）

 オープンソースとして公開可能なOCR処理プログラムの研究開発

（2021年度の取組）

１．全文検索サービス（スニペット表示も）の提供
• NDLラボ上の「次世代デジタルライブラリー」で実験後、「国立国会図書館デジタルコレクション」で247万点分の

全文テキストデータを提供（2022.12～）
２．視覚障害等者向け（読み上げ用）のOCR処理プログラムの研究開発

• 市場で流通しているものを除外のうえ、視覚障害者等用データ送信サービスから提供
３．NDL-OCR（プログラム＆データセット）の公開（NDLラボ/GitHub）

• CC BYでOCR処理プログラムをOSSとして公開（2022.4～） ⇒OCRの更なる精度向上へ
• 膨大なテキストデータの提供 ⇒様々な研究活動へ

４．テキストデータの効果的な利用提供方法の調査研究
• 資料中の図版キャプションの自動抽出による「キャプション検索」、1行単位の「類似文章検索」など
⇒NDLラボ上で実験公開。5月にNDL Ngram Viewer公開（デジタル化資料本文中に特定検索語が表れる頻度を列挙し、

時系列で可視化） https://lab.ndl.go.jp/ngramviewer/

（2022年度以降の取組）



次世代デジタルライブラリー（実験システム）
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https://lab.ndl.go.jp/dl/
 主な機能
• 全文テキスト検索
• 資料中の図版（図・挿絵・写真等）の自動抽出及びそ

の一覧表示
• 類似図版検索
• 見開き2頁画像の自動分割による1頁表示
• 紙の変色の自動除去（白色化機能） など

 検索対象：
国立国会図書館デジタルコレクション
(http://dl.ndl.go.jp/)でウェブ公開している著作権
保護期間満了（PDM）の図書・古典籍約33万点

【本文テキスト】 PDMの図書28万点＋古典籍6万点
【資料中の図版】全て

 Chrome、Firefox推奨



NDL Ngram Viewer（実験システム）
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https://lab.ndl.go.jp/ngramviewer/

主な機能
•出版年代ごとのキーワードの可視化
•正規表現検索のサポート

検索対象：
国立国会図書館デジタルコレクショ
ン(http://dl.ndl.go.jp/)でウェブ公
開している著作権保護期間満了
（PDM）の図書約28万点

 Chrome、Firefox推奨

年内に検索対象をデジタル化図書雑誌全件に拡大予定

検索クエリ「平.盛」



NDLイメージバンク
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https://rnavi.ndl.go.jp/imagebank/

 国立国会図書館所蔵の浮世絵、雑誌、図書な
どから、選りすぐりのビジュアル資料を紹介
するオンライン展示。

 歌川広重や川瀬巴水の描いた美しい日本の風
景画や、大正ロマンを象徴する画家竹久夢二
の描く可憐な美人画の人気作のほか、雛祭り、
お花見、花火など四季の風物を描いた江戸の
浮世絵、文様・図案・デザイン等も多数収録。

 著作権保護期間を満了した画像を利用してい
るので、年賀状、オリジナルグッズづくりな
ど、様々な用途に活用可能。



視覚障害者等へのテキストデータ提供
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視覚障害者等用データ送信サービス

依頼による学術文献テキストデータ製作
校正済データ51タイトル
未校正データ123タイトル /FY2021

FY2022～（予定）未校正テキストデータ
247万件から 市販アクセシブル電子書籍等除く

209館

3.5万件

67万件

視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関す
る法律（読書バリアフリー法）（Ｒ元）
⇒「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に

関する基本的な計画」（R2）
（対象期間：R2～R6 ）

NDL
「障害者サービス実施計画 2021-2024」



ジャパンサーチ
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ジャパンサーチトップ画面
https://jpsearch.go.jp/

 デジタルアーカイブの検索・閲覧・活用基
盤

さまざまな分野のデジタルアーカイブと連携し、
我が国の多様なコンテンツのメタデータを
まとめて検索・閲覧・活用

 37連携（つなぎ役）機関から、192データベース・
メタデータ約2,600万件を検索可能（2022年11月現在）

 国全体の取組
運用主体：デジタルアーカイブジャパン推進委員会・

実務者検討委員会（事務局：内閣府）
システムの開発・運用担当：国立国会図書館

 実験的な技術の取込

類似のサムネイル画像の検索
ローマ字読みの自動生成



所蔵資料
出版者

納本

電子
出版者

NDLオンライン
（蔵書検索・申込）

デジタル化
マイグレーション

納入

ウェブ
サイト

切り出し

学術系DB
図書館のDB
出版者のDB

東日本大震災
アーカイブ

レファレンス
協同DB

NDLサーチ

国内連携（書籍分野）

書籍等を中心に
統合検索を提供
＋障害者向け検索・

送信サービス

etc.

保存

関係機関 収集

etc.

来館
利用

来館
利用

ILL/複写
紙。電子（R6-）

遠隔
利用

・著作権処理⇒公開
・図書館/個人送信
・遠隔複写

遠隔
利用

APIGUI

リサーチ・ナビ

ジャパンサーチ

実験事業（NDLラボ）

次世代デジタル
ライブラリー

World Digital 
Library

国際連携

EAST ASIA 
Digital
Library

国内連携(分野横断)

分野横断型統合ポータル

国会会議録
法令索引 等

共同校正システム
日本点字図書館との

共同実験事業

終了

NDLのサービスの見取り図

デジタル
コレクション
画像＋本文テキスト

ホームページ

オープンデータセット

有償オンラ
イン資料
（R5-）

電子展示
イメージバンク

参考
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